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地方自治体における 会計責任概俳の 拡充と SEA 報告 

  民主的にして 能率的な行政の 確保をめざして   

隅 田 
  一 豆 

1  はじめに 

わが国の地方自治法は ，周知のごとく ，戦後， 

昭和 27 年の改正に際して ，地方自治体における 

行政の指導原理として 民主主義と能率を 規定し 

た・すなわち ，地方自治法第 1 条では， この 法 

律は ，憲法で規定する 地方自治の本旨に 基づい 

て， 「地方公共団体における 民主 自 りにして能率 

的な行政の確保を 図るとともに ，地方公共団体 

の健全な発達を 保障することを 目的とする」と 

定めている．地方自治の 目的は ， い う までもな 

く主権 者であ る住民の福祉を 維持し増進するこ 

とにあ る． したがって， この目的を有効に 達成 

するために，地方自治体は ，住民の選択と 責任 

に 基づいて，民主的な 行政運営を確保するとと 

もに，行政運営を 能率的に行うことが 要請され 

ているのであ る・ しかし現行の 地方公会計及 

び 清 報公表義務制度は ， こうした「民主的にし 

て 能率的な行政の 確保」という 地方自治法の 目 

的を達成するために ，果たして十分にその 機能 

を発揮しているのであ ろうか． 

先年，公表された「新行革審答申」では ， 民 

主 的な行政運営に 係わって，「住民の 参加と監 

視機能の充実は ， 行 財政改革推進の 見地のみな 

らず，地域行政の 活性化にとって 不可欠な課題 

であ り，住民への 情報提供の拡充，監査委員 制 

度の活性化，住民の 参加機会の拡大等を 通じて， 

住民の選択と 責任の原則の 下に多様な地域行政 

を 展開することを 提言している」 ，， のであ る・ 

こうした住民への 情報提供の拡充等による 住民 

の参加と監視機能の 充実のためには ，住民の 

「知る権 利」を保障する 合理的な財政情報の 公 

泰義務制度の 確立とその適正な 運用が不可欠な 

前提となる． しかし わが国地方自治体におけ 

る現行の財政情報の 公表義務制度は ，住民の 

「知る権 利」を保障する 制度として必ずしも 有 

効に機能していないように 思われる． もしそれ 

が 有効に機能していない 場合には，民主色りな 行 

政運営を確保する 上で重大な支障を 生ずること 

になるであ ろう． 

また，同答申では ， 行 財政改革との 係 わりで， 

行政の簡素化・ 能率化について「 国 ・地方を通 

じて官民の役割分担や 行政サービス 水準の在り 

方を見直し国民負担の 増大を抑制するととも 

に，簡素で効率的な 行政を実現していくべきで 

あ る．」 2, r 地域行政にあ っては，住民との 日常 

的な接触の下におかれ ，多様なニーズに 直面す 

る． 限られた資源を 有効に活用し 真に必要と 

される課題に 行政が重点的に 取り組むためにも   

地方行財政の 効率化等を推進する」 " ことを 求 

めている．特に ，近年における 地方自治体の 財 

政規模の拡大， 行 財政活動の複雑化，財政支出 

の急激な増大に 伴う住民の財政負担の 増大など 

のために，能率的な 行政運営に対する 住民の関 

心は一段と高まってきているのであ る． 

しかしわが国はもとより ，先進的な ァメリ 
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力や イギリスの地方自治体会計においても ，行 

政活動の効率性や 有効性を測定し これを住民 

に報告するという 実務は， その緒についたとこ 

ろで，いまだ 制度上確立されるにまでは 至って 

いないのが現状であ る． ただ 公 監査の領域では ， 

上ヒ較的 早くから能率概念が 導入され，漸次，そ 

の概念の精微化が 図られてきた・ 例えば， アメ 

リ ヵ では， 1970 年代の初頭から 会計検査院 

で AO)) によって主に 連邦政府レベルで 業績 監 
査 ( ホ モ情性・効率， 性 監査及びプロバラム 監査 ) 

に関する詳細な 基準を設定し 実施されてき 

だ ". また地方自治体レベルでは ， 1982 年にイ 

ギリスの地方財政法の 改正によっで ， いわゆる 

VFM 監査又は 3E ( 経済性，効率性及び 有効 

， 性 ) 監査の制度化が 行われ，爾来， 10 数年間に 

わたって実践されてきたところであ る ". 

かかる情況のもとで ， アメリカ公会計基準審 

議会 (GASR) は， 10 年来の懸案となっていた 

政府活動の効率性及び 有効性の測定と 報告に関 

して， 1994 年 4 月に「サービスの 提供努力と成 

果の報告」 (SEA 報告 ) と題する W, 念 報告書第 

2 号 6, (CS 第 2 号 ) を公表した・ これは， 

GASB の概念報告書第 1 号，， (CS 第 1 号 ) に 

おける財務報告の 目的をさらに 展開することを 

企図するものであ る． すなわち， この報告書で 

は，一般目的外部財務報告 (GPEF,R) は，会 

計責任を明らかにすべき 政府の義務の 履行を助 

け ，かっ利用者による 会計責任の評価を 可能な 

らしめるために ，政府実体の 業績評価に役だっ 

情報を提供しなければならない ， という 
GASR の信念に基づき ，政府環境， SEA 報告 

の必要性及び SEA 報告の構成要素を 確認する 

とともに， SEA 情報の目的，特性．限界等に 

ついて 詳ポ m な 検討が行われているのであ る． 

本稿は，以上のような 現状認識に基づいて ， 

住民自治の視点から ， 主として GASB の CS 

第 1 号「財務報告の 目的」， 同 CS 第 2 号 

「 SEA 報告」などを 手掛かりとして ，財政情報 

の公表義務制度と 公会計責任，能率概俳と 財務 

報告の日的，業績測定と SEA 報告などにつ い 

て 考察を加え，民主的にして 能率的な行政を 確 

保する ぅ えで，現行の 地方公会計及び   情報公表 

義務制度が 芋 んで かる 重要な問題点を 摘出し 

その原因を究明するとともに ，現行制度改革の 

指針を明らかにしょうとするものであ る． 

Ⅱ 民主的な行政運営と 公会計責任 

住民自治は，地方自治体における 政治や行政 

ができる限り 直接に住民の 意思に基づき ， その 

責任のもとに 行われるべきことを 意味するもの 

であ る． したがって，現行制度のもとでは ，民 

主的な行政を 確供するために ，首長や議員の 選 

挙を通じて住民の 意思を政治や 行政に反映する 

議会制間接民主主義とともに ， 同制度がもっ 

「宿命的欠陥」 s を是正・補充するために。 直接 

民主主義も制度上保障している．住民の 意思を 

直接行政に反映する 直接民主主義の 制度には， 

例えば，直接請求制度，住民投票制度，住民 監 

査 請求・住民訴訟制度，不服申立てや 行政訴訟 

などがあ る． この ょう に住民自治の 特色は，議 

会制間接民主主義に 加えて直接民主主義も 制度 

として保障している 点にあ るのであ る． 

しかし こうした住民自治を 充実し住民の 

自治意識を高揚するためには ，議会制度の 改革， 

選挙制度の充実， さまざまな直接民主主義制度 

の改善・充実とともに ，政治・行政過程への 住 

民参加の積極的な 活用が不・町人となるのであ る． 

例えば，習志野市の 予算編成への 住民参加や吹 

田市の住民 懇 運動 9, のように，主権 者であ る住 

民がその生活に 影響を及ぼす 政策の決定や 執行 

過程に直接参加しうるように ，参加機会の 拡大 

が 図られねばならない． こうした地域 行 財政過 

程への住民参加の 重要性については ，上述のご、 

とく， 「新行革審答申」が 地方自治体の 自己改 

革との関連ですでに 主張しているところであ る   

しかし住民が 地域 行 財政の運営に 実質的に 

参加するためには ， 当該自治体の 行財政の現状 

と問題点を明らかにし 住民の的確な 判断と行 

動を可能にする 行財政情報の 公開が不可欠な 前 

提条件となる・すなわち ，住民参加の 前提とな 
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る 行財政情報の 公開制度は，一般に 住民の「知 

る権 利」を保障する 制度であ り，それはまた 直 
接請求制度を 柱とする諸制度が 保障している 住 

民の権 利の有効・適切な 行使を可能ならしめる 

ものであ る． 

かくて，地方自治体レベルでは ，住民の「知 

る権 利」を保障する 制度として，予算要領の 公 

表，決算要領の 公表，財政状況の 公表及び業務 

状況の公表など ，財政情報に 関する公表義務制 

度 が確立されているのであ る・ しかし この制 

度に関しては ，すでに 別稿で 分析・検討を 行い， 

その運用の実態について 次のような問題点を 指 

摘した．すなわち ，「このような 自治体レベル 

における財政情報の 公表義務制度は ，本来， 歳 

大歳出予算，その 執行状況及び 執行結果，財産 

の 状況等を広く 住民に公表することによって ， 

主権 者であ る住民の行政参加，行政監視を 促進 

し，地方財政に 関する住民の 理解と協力を 得て， 

民主 白 りで健全な財政運営を 行うとともに ，民主 

日りにして能率的な 行政を確保しようとするもの 

であ る． しかし財政状況の 公表の実態は ，そ 

の本来的な趣旨とは 著しくかけ離れたものとな 

っている．すなわち ，地方自治体の 姿勢は ，法 

が 義務制度として 強制しているために ，止むな 

く公表するというものであ り，そこでは ， 自ら 

進んで当該自治体の 財政実態を開示し 住民の 

行政参加，行政監視を 促進し開かれた 行政を 

実現しょうとする 姿勢は全く見られないのであ 

る」 10) と． 

特に，地方都市の 場合は，財政状況の 公表の 

実態は，一応最低限の 法定事項を充足している 

ものの，全体的に 誠にお粗末であ り，事実上， 

財政情報の公開にはなっていない・ これに対し 

て大都市の場合は ，図表やグラフを 用い， また 

参考資料や付表を 添付して財政事，清を 詳細に報 

告しているが ， アメリカやイギリスの 地方自治 

体の財務報告に 較べると，多くの 改善すべき問 

題点を 苧 んでいる．つまり ，わが国地方自治体 

における財政情報の 公表義務制度は ， 極めて不 

備・不完全であ り，住民の「知る 権 利」を保障 

する制度として 有効に機能していないというこ 

とであ る． 

なぜ有効に機能しえな い のであ ろうか． それ 

は，地方自治、 法における財政状況の 公表に関す 

る 法定事項が不備・ 不完全であ ること， タイム 

リ一に情報が 開示されていないこと ，財政実態 

の開示に対する 自治体の姿勢が 極めて消極的で 

あ ること， 未 だに会計決算制度が 導入されてい 

ないことなどに ，主要な原因があ るよ う に思わ 

れる． とりわけ，会計決算制度については ，つ 

とに地方財務会計制度調査会が ，その答申にお 

いて，地方自治体が 住民に対して「真の 意味の 

会計責任」を 果たすためには ，会計決算制度の 

導入とそれに 基づく決算報告書の 公表が不可欠 

であ ると主張しているところであ る． その後 30 

数年を経過した 現在も， なおこの答申が 実現さ 

れていないという 事実は， まさにわが国におけ 

る地方民主主義の 遅れを端的に 示すものであ る 

と言えよう． 

このように現行制度が 政策の決定や 執行過程 

への直接参加に 必要な情報を 適時・適切に 公表 

しえないという 限りにおいて ，行政は，住民に 

対して会計責任を 果たしていないと か わざるを 

えない・ ところが， 自治体サイドでは ，法律上 

採択された予算や 財政関連諸法規等を 遵守 し 

予算通りに歳入が 確保され， また歳出予算に 準 

拠して資源が 利用されたことを 公表することに 

よって，行政の 住民に対する 責任は果たされた 

ものと考えている． つまり， ここでは，行政責 

任はいわゆる 合 現住会計責任として 理解されて 

いるものと思われる・ しかし かかる情報を 開 

示するだけでは ，住民の積極目りな 行政参加や行 

政 監視を促進することはとうてい 不可能であ り   

したがって民主的な 行政の確保を 期待すること 

はできないであ ろう． 

ところで，行政学上，行政責任概俳はどのよ 

うに定義され ， また行政責任と 会計責任との 関 

係はどのように 肥 えられているのであ ろうか． 

西尾勝教授によれば ，行政責任は 主としては政 

治機関の委任を 受けた行政機関ないし 行政官が 
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国民に対して 負う責任であ り， この責任は ， 次 

のような 4 つの局面をもった 循環ザイクルを 構 

成している， 11. 

第一の局面は 任務責任で，「本人から 代理 - 人 

への事務の委任によって 発生する責任」すなわ 

ち 「政治機関から 与えられた任務を 遂行する責 

任」であ る． 

第二の局面は 服従責任と呼ばれ ， 「委任者が 

受任者に対して ，その職務遂行に 当たって準拠 

すべき行為準則を 定め， これを伝達することに 

よって発生する 責任」すなわち「法令・ 予算に 

よる法律，上級機関の 指令，上司の 個別の指 

示・命令にしたがって 行動する責任」であ る． 

第三の局面は 弁明責任又は 答弁責任と呼ばれ ， 

「委任者は服従の 調達状況を確認するため ，委 

仕者から職務の 遂行状況について 報告を求め ， 

質 間し受任者の 行為を点検しこた ，を 評価しよ 

うとする． そこで，受任者の 側は己の行為とそ 

の 結果について ， これを命令者の 下した行為準 

則に照らして 弁明し釈明しなければならない ， 

このような問責者に 対する答弁者の 責任」，つ 

まり 「監督者の問責に 応答して自己のとった 行 

動について弁明する 責任」であ る． 

第四の局面は 受 裁 責任であ り，Ⅰ委任者が 受 

任者にたいして 解任ないし懲戒免職といった 制 

裁をおこな う とき，一中 m れ 受任者がこの 制裁 
を甘受する責任」，つまり 「任命権 者から加え 

られる制裁に 服する責任」であ る @,,. 
つぎに， これら 4 つの局面をもつ 行政責任と 

会計責任とはどのような 関係にあ るのであ ろう 

か ・行政学の文献では ， accountab) Ⅲ ty は一般 

に法的責任と 訳されているが 13,, 「もともとは 
予算執行と決算の 責任を基礎としで 定着した予 

算責任ともいうべき 概念だった」 141 ようであ る   

加藤教授は， この ァ カウンタビリディを 広い意 

味での予算責任として ，次のように 規定してい 

る ・ すなわち， 「予算過程が 一中略 一 複合的な 

全行政現象のあ る側面をとらえたものとして 理 

解されるならば ，行政責任の 一側面として 予算 

に関する責任が ，本質上必然的に 存在しなけれ 

ばならぬはずであ る． これが予算理論において 

常に取り上げられているいわゆるアカウンタビ 

リティ ( 予算責任 ) であ る」とし さらに「予 

算責任が存在しない 行政部の歳出計画は ， 語の 

正当な意味で 予算ではない．予算責任の 対象 範 

囲は，かくて ，行政責任の 範囲と同じ」Ⅲであ 

るとする． 

このように， ここでは， アヵゥ ンタビリティ 

二 予算責任二行政責任として 肥 えられている． 

そして予算過程におけるその 統制について ， 

「まず，編成過程では ，行政自身の 内部統制見 

地からする予算統制が 加えられ，ついで 正法部 

による行政部に 対する外部統制が ，立法過程に 

おいて審議議決をつうじて 行使される． 執行 過 

程に入ってからは ，行政部は立法部より 与えら 

れた外部統制基準をよく 守りうるように ， また 

自身の内部統制のために 予算を統制しなければ 

ならない．決算過程では ，行政部の内部統制と 

会計検査院の 立法部統制基準による 統制が行わ 

れ，最後に，決算結果の 立法部における 審議議 

決によって最後的に 政治的統制が 加えられ 

る」Ⅵとする． 
上の論述からも 明らかなように ， アカウンタ 

ビリティは，予算の 議決，予算の 執行，決算及 

び決算の議決という 予算循環の全過程に 係わる 

ものとして考えられている． したがって， ここ 

でのアカウンタビリティは ， 先の官僚制組織に 

おける行政責任の 循環サイクル ，すなわち任務 

責任，服従責任， 答弁責任及び 受裁 責任という 

4 つの局面と対応したものとなるのであ る． 

この ょ うな見解に対して ，会計責任を 狭義に 

解する見解があ る・すなわち ，「 accountabiljty 

は行政機関が 政治機関に対して 負 う 制度的責任， 

中でも責任の 第三の局面であ る答弁責任を 指す 

言葉」 1,, として用いる 場合であ る．つまり， 

accountibility は，受任者が 法令・予算に よ る 

規律などの行為準則に 準拠して職務を 遂行した 

ことを，弁明する 責任であ る． この見解によれ 

ば，地方自治体においても ，行政が行為準則に 

準拠して情報を 作成・公表している 場合には， 
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その限りで行政は 住民に対して 会計責任を果た 

していることになる． したがって，行政が 住民 

の 「知る権 利」を保障していないということは ， 

地方自治体における 行為準則の内容そのものが 

不備・不完全であ るということであ る， 

以上のように ，行政学上の 会計責任に関して 

は，広狭二様の 見解が存在するが ， その意味す 

るところは，法令・ 予算に よ る規律などの 行為 

準則に準拠して 職務が適正に 遂行されているか 

否か ， そして決算が 予算執行の状況を 正確に表 

示しているか 否かを明らかにする ， い わゆる伝 

統的な合 規性 会計責任であ ると解することがで 

きょ ぅ ・ しかし ァメリヵや イギリスでは ， 公 

白 9 部門の会計責任は ， この ょう な会規 性 会計責 

任だけに限定されるものではなく ，以下で示す 

よ うに，近年，その 範囲を著しく 拡大してきて 

いるのであ る． 

公的部門における 会計責任概俳の 発展過程は ， 

一般に企業会計におけるそれとほぼ 同一の経緯 

をたどってきたといわれる．すなわち ， まず， 

受託財産・資源の 保全責任を意味する 財務会計 

責任概念が生まれ ，つぎに， 1950 年代頃 から資 

源の効率的な 使用・管理に 対する責任を 意味す 

る 経営管理会計責任概俳が 定着し さらに，経 

営管理会計責任を 発展させたものとして ，資源 

の投資目的・ 目標を効果的かっ 適切に達成する 

というプロバラム 会計責任概俳が 1960 年代末か 

ら 1970 年代初めに提唱されるようになったので 

あ る ( 図 1 参照 M18). 
公的部門の会計責任については ， これまでも 

多くの論者によって ， さまざまな観点から 考察 

がなされてきた．例えば ， AAA の公的部門委 

員 会の報告書では ，会計の見地から 行政責任の 

類型を住民に 対する議員の 責任，立法府に 対す 

る行政府の責任及び 行政府内における 上級管理 

者に対する責任官吏の 責任の 3 つぼ分類したの 

ち ，実体が会計責任を 負っている事項を 4 つの 

構成要素に分割している・すなわち ， (1) 財務 

資源， (2) 法律上の要求及び 行政政策の誠実な 

遵守又は固守， (3) 活動の効率性と 経済性， 並 

びに (4) 成果，便益及び 有効性として 表現さ 

れる政府のプロバラムと 活動の成績であ る 19). 
また， J. D. スチュフートは ，機能的な見地 

から会計責任を 5 つのレベルから 構成される階 

段として示している 20). この階段のレベルは ， 

標準に照らして ， より客観的に 測定される会計 

責任から，判断による 主観的な測定を 要求する 

会計責任へと 移動する． このために，会計責任 

の階段のレベルが 高くなるにつれて ，情報要件 

の 正確な定義づけが 一層困難になるのであ る， 

第一レベル : 誠実性・ 合法性会計責任 これ 

は，違法な行為を 回避すること ，適切なしかも 

授権 された方法でファンドを 使用していること ， 

及び法律が規定する 権 限を逸脱していないこと 

を 保証する ( 遵守 ). 

第二レベル : プロセス会計責任 これは必要 

な行動を遂行する 際に適切なプロセス ，手続又 

は尺度を採用することに 関係をもっ ( 計画， 配 

分及び管理 ). 

第三レベル : 業績会計責任 これは達成され 

た業績が要求標準を 充足しているか 否かに関係 

があ る ( 効率性と経済性 ). 

第四レベル : プロバラム会計責任 これは 遂 

付 された業績が 設定目標を充足したか 否かに関 

係があ る ( アウトカムと 有効性 ). 

第五レベル : 政策会計責任 これは政策の 選 

択に関係があ り，有権 者に対する会計責任の う 

ちで核心をなすものであ る ( 価値 ). 

スチュワートによれば ，会計責任の 階段のレ 

ベルが高くなるにつれて ，財務報告には 会計の 

言語とともに ，他の言語を 含めることを 要求さ 

れるようになる．すなわち ，第一のレベルでは 

会計の言語のみで 十分であ るが，第三のレベル 

ではアウトプット・データが 財務データに 付加 

される必要があ り， 第四のレベルでは 目的の言 

語が重要となり ， そして第五のレベルではいく 

つかの領域の 言語が不可欠となるのであ る． な 

お， GASB の CS 第 2 号では，政策会計責任を 

評価するために ノ、 要なサービス 価値に関する ，情 

報は， GPEFR の範囲を超えるものであ ると 判 
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図 1  会計 甘 任の発展 

ⅡⅠ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅱ 
1775@ 1800@ 1825@ 1850@ 1875@ 1900@ 1925@ 1950@ 1975 

資料出所 : J. J. C,a Ⅲ erand  G. H. Sorter(ed.), op. c 北 。 p.2 円   

断し SEA 報告書の構成要素から 除外して ぃ 

る 2l)   

さらに，会計責任システムの 重要な特徴とい 

う見地から，会計責任は ， 例えば， (1) アウト 

力ムに焦点を 合わせる， (2) 業績測定のために 

いく っ かの選択された 指標を使用する ， (3) 政 

策や プロバラムの 管理意思決定のために 情報を 

提供する， (4) 毎期首尾一貫したデータを 作成 
する，そして (5) 定期的にかつ 公衆に対して 

アウトカムを 報告する， といった特徴をもつも 
のとして記述され ぅる肋 ・ 

ところで， GASB の CS 第 1 号に ょ れば， 
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GPEFR の目的は，政府の 会計責任の評価と 経 

済的，社会白 9 及び政治的意思決定に 役立っ情報 

の提供にあ るとする・ ここでは，政府の 会計責 

任は，公共資源の 調達とそれらの 資源の利用目 

白りを市民に 弁明する政府の 義務として捉えられ 

ている・すなわち ，会計責任は ，住民が公の 議 

論の対象となる 事実について「知る 権 利」をも 

つ， という信念に 基づいているのであ る・ただ， 

会計責任の概俳について 特に言及がないため ， 

その内容は必ずしも 明確ではないが ，財務報告 

の利用目的に 関する規定との 関係から，それは ， 

(1) 財務・ 合 現住会計責任， (2) プロセス・効 

率性会計責任及び (3) プロバラム，有効性会 

計責任という 3 つの要素から 構成されるものと 

解される 23). 
わが国の地方自治体においても ，財政情報の 

公表義務制度が 住民自治の充実・ 活性化のため 

に有効に機能するためには ，上述のような 財 

務 ・会規 性 ， プロセス・効率性及びプロバラ 

ム・有効性という 会計責任概俳を 承認しかか 

る会計責任の 評価を可能ならしめる 情報を，住 

民に提供しうる 制度として再構築されなければ 

ならない． このような財政情報の 公表義務制度 

の 確立は，民主的な 行政運営を確保するための 

不可欠な双提条件をなすものであ ると考えられ 

る・ なお，上記の 会計責任のうち ，効率性と有 

効性は，能率性の 概念と関連をもっものであ る 

から，次節においてさらに 検討することにする   

m  能率的な行政運営と 財務 報 き 

かつてアメリ 力行政学では ， 「基本的な善は 

能率」であ り，「能率こそは ，行政の価値体系 
において最高の 鉄則であ る」 24) とみなされてき 

た・戦後，わが 国で制定された 地方自治法にお 

いて，能率が 行政の指導原理として 規定されて 

いるのはかかる 理由に よ るものであ ろう． しか 

し能率の概念及びこの 言葉の用語法について 

は 説明がなく， これが何を意味するのか 必ずし 

も明確ではない・そこで ，以下では， まず 辻 教 

授の所説に従って ， 3 つの発展段階をもつ 行政 

学 上の能率概念を 概観することにしたひ． 

第一は，機械的能率と 呼ばれるもので ，「最 

小の労力と資材によって 最大の効果を 実現する 

ことが，能率を 測定する最大基準」とする 見解 

であ る． これはやがて セリ グマンの「人力一世 

力 (input-output) の 比 」 や サイモンの「バラ 

ンスシート的能率」の 概念をもたらすことにな 

るのであ る． 

第二は，社会的能率であ る． これは「行政の 

社会的有効性を 基準として能率の 高低を評価」 

するものであ る．すなわち ， 「社会日 り 能率は， 

より人問自りな 要請を充足する 性質をもつもので 

あ る」． それは「量の 問題の検討でなく ，質の 

問題の評価」であ り， 「職員の満足，相手方の 

満足，調整のとれた 手続き，多元自りな 利益の統 

合を実現する 場合に， はじめて発揮される」も 

のであ る． 

第三は客観 自り 能率と規範 白り 能率であ る． この 

二元的能率観によれば ， 「能率の決定は ， 日日り 

に依存している」． したがって「機械 白 りな判定 

基準が容易な 場合には，いわゆる 客観的な意味 

における能率 観 が成立する」， しかし「能率の 

判定基準が，評定者の 規範意識に大きく 依存す 

るような場合には ，客観 白 りな能率観は 常に妥当 

するとは限らない」とする．つまり 「上ヒ 較的 職 

務内容の単純な 段階にあ る場合には，客観的能 
率 観 が有効」であ るが，「その 職務内容が政策 

決定のごとき 複雑な内容をもつ」場合には ， 

「むしろ規範的な 能率観によらなければ ， より 

正確な能率の 高低を測定できない」 25) のであ る． 

つぎに，西尾教授は ，能率という 言葉の用語 

法を 3 類型に分け，以下のごとく 解説してい 

る 26). すなわち，第一の 用語法 ( 能率 = 官僚 

制原理 ) は，能率を民主主義と 対置するもので 

あ る・ ここでは「能率的という 言葉を，官僚制 

原理に支えられた 有能な政府を 包括 自 りに特徴づ 

ける，漠然たる 形容詞」として 使用するもので 

あ り，「能率由りであ ることは，有能であ ること， 

仕事のできること ，仕事が速 い ことなどと，ほ 

とんど同義であ る」とする． 
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第二の用語法 ( 能率二投入・ 産出上 ヒ率 ) は ， は ， 3E を相互に関連を 有する概念として ， 次 

上記の機械的能率に 相当するもので ，「能率を のように規定している 28). すなわち，経済性 
個々の活動の 性能を評価する 概念としあ る 活 とは，地方自治体が 人的及び物的資源を 獲得す 

動に投入された 努力とその活動から 産出された るさいの条件，つまり ，適切な質と 量の資源を 

成果との村上ヒ を 能率と呼ぶものであ る」   最低のコストで 獲得することであ る． また効率 

第三の用語法 ( 能率二組織活動に 対する満足 性とは，産出された 財貨またはサービスとそれ 

度 ) は， 先の社会的能率と 呼ばれるものであ り， らを産出するために 使用された資源との 関係， 

「組織活動に 参加している 人々がその組織活動 すなわち，一定量の 資源のインプットで 最大の 

に対して抱いている 満足感の度合いな 能率の究 アウトプットを 産出すること ， または提供され 

極 的の判断基準とみるものであ る」と   るあ る一定の量と 質のサービスに 対して イ ン プ 

西尾教授は，これら 3 つの用語法のうち ， 能 ト を 最少にすることであ る． そして有効性と 
率二 投入・産出上 ヒ率 こそが最も正統の 能率概念 は ， あ るプロバラムまたは 活動が設定された 目 

であ るとする．そしてこの 概念を 2 0 精級ィヒ す 標または他の 意図された効果をいかに 適切に達 

るために，有効性の 概念と能率性の 概念を区別 成しているかということであ る   

し 次のように定義している ，すなわち， 「 有 １ さ 8 最近では．公会計の 領域でも政府の 
効 性とはあ る活動の実績を 所期の目的水準に 照 プロバラムの 使命， 目標， 目的及びターゲット 

らしてその達成度合いによって 評価する基準で の 達成度を評価しかっ 報告するために ，次の ょ 

あ り，能率性とはこの 活動の実績をその 投入・ う な指標と尺度が 提唱されている ， 9), すなわ 

産出上 ヒ 率によって，評価する 基準であ る」 27, ，と   ち ， (1) 効率性 一 アウトプット ( インプットを 

この ょう な有効性及び 能率性の概念は ，上述 使用して提供された 財貨・サービスの 数量 ) に 

のごとく，公的部門の 監査の領域では ，比較的 対するインプット ( プロバラムのために 提供さ 

早くから尊人がはかられてきた ，例えば，イギ れた資源の数量 ) の比率， (2) 有効性一アウト 

リス地方自治体におけるいわゆる VFM 監査で カム ( プロバラムによって 達成された直接的な 

図 2  業績指標と業績尺度 
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結果の数量 ) に対するアウトプットの 比率， 

(3) 目的適合性一プロバラムのインパクト ( フ 。 

ログラムの目標の 達成度合 ) に対するプロバラ 

ムのアウトカムの 比率，及び (4) 持続可能性 

一 プロバラム便益の 持続期間の尺度であ る ( 図 

2 参照 ). 

ところで，行政活動における 非能率は，増税 

や料金値上げ 等を通じて，最終的には 主権 者た 

る 住民の財政的な 負担の増加をもたらすことに 

なる． したがって，住民が 能率的な行政運営の 

確保，すなわち ，業績の評価に 重大な関心をも 

つのは当然のことであ る・特に，利潤の 獲得を 

主要な目的としない 行政活動の場合には ，営利 

企業並みの競争原理が 働きにくく， とかく非能 

率に陥り易いために ，能率性の評価は ，浜曲りに 

採択された予算と 実際の財務成績の 比較，財政 

状態や活動成績の 評価及び財政関連法規等の 遵 

守の決定以上に ，重要視されなければならない・ 

わが国の地方自治法では ，地方自治体がその 事 

務処理に当っては ，住民の福祉の 増進に努める 

とともに，最少の 経費で最大の 効果をあ げるよ 

う 義務づけ， また常にその 組織及び運営の 合理 

化に努めることを 要求しているのはこのためで 

あ る． 

しかし従来， わが国ではもとより ，先進的 

な アメリカやイギリスの 地方政府の財務報告に 

おいても，行政活動の 効率性及び有効性を 評価 

するのに必要な 業績情報は殆ど 開示されてこな 

かったのであ る．すなわち ，政府の伝統的な 財 

  勝 報告は ， 例えば，費消された 公共資源の見 返 

りに住民が何を 受け取ったか ，あ るいはプロバ 

ラムに配分された 資源をいかに 経済的，効率的 

かつ効果的に 利用したかについて ，十分な情報 

を住民に提供してこなかったのであ る． 

なぜ伝統的な 財務報告は業績評価に 役立つ情 

報を提供してこなかったのであ ろうか． その主 

要な原因は，政府実体の 目標の特性，すなわち ， 

その目標が質的・ 非貨幣 白 りであ ることと， 当該 

目標の達成度を 適切に測定するための 能力が十 

分開発されて い なかったことに 求められ得る． 

営利企業の主要な 目標は，長期にわたって ，貨 

幣的な富を増殖することであ る． したがって， 

マネジメントは ，かかる目標がどの 程度達成さ 

れるかについて ，株主などの 利害関係者に 説明 

する責任があ る， また，利害関係者は 会計責任 

を 評価するために ，当該目標の 達成度合いな 明 

示する業績情報が 必要となるのであ る． 

FASB の CS 第 1 号に ょ れば，営利企業の 財 

務報告の目的は ，財務 曲 りな業績情報を 提供する 

ことにあ り，財務報告の 主要な焦点は ，利益及 

びその構成要素の 測定によって 提供される業績 

情報であ る． このような利益情報は ，マネジメ 

ントがそのスチュワードシップ 責任をいかに 履 

行したかを，明らかにするものであ る・すなわ 

ち ， それは，企業資源の 管理及び保全， その効 

率自りで有利な 利用，及びインフレ 又はデフレな 

ど好ましくない 経済的な影響からの 資源の保護 

といった， マネジメントの 受託責任又は 会計責 

任を評価するための 焦点となるものであ る 30). 
これに対して ，政府及び非営利組織体の 主要 

な目標は質的であ り，非貨幣的であ るから， 営 

利 企業における 収益 力 という指標は ，その業績 

を評価するのにほとんど 役立たないのであ る． 

これらの組織体におけるより 有用な指標は ，例 

えば，国家の 安全を保障する 能力，貧困を 救済 

する能力， あ るいは研究を 促進する能力であ る 

が， これらの指標は ，貨幣 額 によって測定し 伝 

達することは 困難であ る． かくして， AICPA 

の報告書では ，政府及び非営利組織体の 財務諸 

表の目的は，資源管理の 有効性を評価するため 

の情報を提供することであ り，業績の尺度は 目 

標に則して数量化されるべきであ る 3 Ⅱ ， と主 

張 している． 

この点に関して ， FASB の CS 第 4 号では， 

非営利組織体の 財務報告の目的は ， 当該組織体 

の業績情報， とりわけ， 純 資源の金額及び 性質 

の 変動に関する 期間白 9 測定とサービスの 提供努 

力及び成果に 関する情報の 提供にあ るとする． 

非営利組織体の 財務報告が業績情報の 提供を目 

的とする点では ，営利企業のそれと 同じであ る． 
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しかし非営利組織体の 場合には，その 成果は 

  -- 般的に売上高， 利益，投資利益率では 測定で 

きない． このために， その業績評価にあ たって 

は，特に，サービスの 提供 勢ブ J 及び成果に関す 

る情報が 屯祝 されることになるのであ る． 

ここでは。 サービスの提供努力に 関する 情 : 報 ， 

すなわち，組織体の 資源 ( 貨幣， 人材，原 村 ・ 米 : ト 

などのインプッ ド ) がさまざまなプロバラムま 

たはサービスを 提供するために ， どのように 使 

円 されたかに関する 情報の測定技術はすでに 十 

分開発されており ， したがって， かかる情報は 

財務諸表に含めるべきものとする．他方， 生 堆 

された財貨またはサービス ( アウトプッⅡ と 

プロバラムの 結果によるサービス 提供の成果に 

関する情報は ，サービスの 提供努力に関する 情 

報の価値を非常に 高めるものであ る． しかし 

この報告 苦が 公表された 時 " では，サービス 提 

供の成果を測定するための 能力は 未 だ開発され 

ておらず，そのような 尺度は，会計情報が 具備 

すべき質的特， 性 ( 目的適合，性，信頼，性，比較可 

能性，検証可能，咋及び 中止性 ) を充足するまで 

には至っていなかった・ したがっで， ここでは， 

こうした情報特性を 充足しうるサ - ビス提供の 

成果に関する 尺度の開発を 待って，かかる ，情報 

を財務 報 ㍍に含めるよう 主張しているのであ 

るⅢ， 
さらに， じ ASR の CS 第 1 ぢでは，上述のご 

とく， GPEFR の目的は， 会計 貰 任の評価と点 

  目決定に役だ ワ 情報を提供することにあ るとす 

る・ しかし， 千 ，， 政 活動の場合には ，資源提供者 

と彼らが受け 取るサービスとの 間には，次のよ 

うな特徴が存在している．すなわち ，納税者は 

不随意な資源提供者であ ること，個人の 納税額 

と当該納税者の 受け取るサービスのコストまた 

は価値との間には 比例的な関係が 存在しないこ 

と，提供した 資源と受け取るサービスとの 間に 

は交換関係が 存在しないこと ，政府は住民に 提 

供するサービスについて 独占 権 をも・つこと ，及 

び提供するサービスの 最適な数量又は 品質を測 

志 するこ とが困難であ ることであ る，Ⅵ   

かくて，政府の 財務報告では ， これらの特徴 

を踏まえて，意思決定よりも 会計責任の評価に 

より重要なウェイトが 与えられている ， すなわ 

ち，会計責任の 評価を，財務報告の 最高目的 ま 

たは全体目標として 位置づけ， この目的からさ 

らに二つの基本目的 ( 会計責任の評価，活動成 

績の評価及びサービスのレベルと 債務返済能力 

の評価 ) と九つの構成目的を 導出しているので 

あ る・ そして財務 報 ㍍は， 利用者による 余 ; ド " 
任の評価を @J Ⅰ 能 ならしめるために ，政府実体に 

よるサービスの 提供努力， コスト及び成果に 関 

する情報を提供しなければならない ， と 規定し 

ている． しかも， このような業績情報は ， 後に 

詳述するように 他の源泉から 得られる SEA 情 

報と組み合わされるとき ，情報利用者， とりわ 

け，市民バループや 呪法府議 貝によ る行政活動 
の経済，性，効率 ;, 性及び有効性の 評価を助け， 投 

票文は資金提供の 意思決定の基礎を 形成するの 

に 役立つものであ る 紺 ． 

さて，以上明らかなごとく ， ャキ利 企業， 非ャ沖 

利 純 - 織 体及び政府実体の 財務 報 古の目的は，会 
"r Ⅰ @"   Ⅰ 一 

計 黄 任の評価と意思決定に 役立つ業績情報を 捉 
供することにあ り。 その幸ぽ打の 焦 " は。 当該実 

体の茉 績 におかれているが ，政府実体及び 井蝋 " 

利 組織体の業績評価のために 要求される 構 : 報と 

営利企業のそれとは 生得的に異なるものであ る   

政府実体の主要な 目的は， 住民の福祉を 維持・ 

向上することにあ り， この目的を達成するため 

に，極めて多様なサービスを 提供する責任を 負 

っている． したがって， その業績は，投資利益 

率， 費消した資源 額 ， 費消した資源 1 ドルあ た 

りの獲得収益額などの 財務的な尺度によっては ， 

満足に測定されえないものであ る・すなわち ， 

政府実体の場合は ，純利益または 一株当たりの 

利益といった 単一の包括的な 業績尺度が存在し 

ないために，財務報告の 利用者は多様な 尺度に 

よって業績を 評価しなければならないのであ る   

Ⅳ 業績測定と SEA 報告 

州 ・地方及び連邦政府レベルは ，近年，業績 
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を 測定し報告することの 重要性がますます 高ま 

っている・政府レベルで 業績測定報告が 重要視 

されるのは，第一に ，政府が希少資源の 配分と 

いう厳しい現実に 直面しているためであ る．今 

日では，すべての 政府レベルで 資源の詐欺， 無 

  駄及び乱用を 完全に排除できたとしても ，価値 

あ る全プロバラムに 十分なファンドを 提供する 

ことが極めて 困難な状況になっている． このた 

め，政府がその 使命をいかに 適切に達成したか 

を 評価する業績測定情報は ，資源配分の 意思決 

定者にとって 有用なものであ る・第二に，納税 

者，マスコミ ，議員等による 資源の利用に 関す 

る会計責任の 改善要求が増大していることであ 

る・プロバラム 等の管理責任者は ，資源を効率 

的 ，効果的に利用する 会計責任を負 う ものであ 

るから，単に 現金の源泉と 使途を説明するだけ 

でなく， プロバラムに 配分された資源の 利用結 

果に関する完全な 会計責任報告を 要求されるの 

であ る・ 第三に， 分目 0 部門でも目的別管理 

(MBO) 及び総合品質管理 (TQM) の採用が 

非常に重要視されていることであ る．品質管理 

目白りが達成されているか 否かを知り得る 唯一の 

方法は，適切なターゲットや 標準に照らして 測 

定を行うことであ るから，使命， 目標， 目的等 

の達成度を示す 業績測定情報は ， TQM 及び 

MBO にとって不可欠なものであ る 35). 

GASB では， こうした業績測定報告の 重要 

性を早くから 認識しており ，すでに 1984 年には 

その最初の協議事項として SEA の研究計画を 

確定している 36). その後， SEA の測定と報告 
に関する広範な 実務経験の展開を 援助するため 

に， 1985 年に SEA 報告の実験を 奨励する決議 

を 採択した・そして ， CS 第 1 号では，上述の 

ごとく，財務報告は ，公的に会計責任を 明らか 

にすべき政府の 義務を果たすのを 助けるべきで 

あ り，サービスの 提供努力，コスト 及び成果を 

評価する際に ，利用者の助けとなる 情報を提供 

することによって ，利用者による 会計責任の評 

価を可能ならしめるべきであ る， と 規定した． 

これは，政府の 業績に関する 情報が納税者及び 

その他の資源提供に よ る業績評価と 資源配分の 

意思決定のために 重要であ る， という確信に 基 

づくものであ る． 

また， GASB は， SEA の測定・報告技法の 

状態を評価し ，調査対象となった 各サービスの 

総合的な指標を 勧告し，かつ SEA の測定・報 

告に係わるその 他の重要問題を 処理するために ， 

1987 年に研究活動を 開始し 1990 年 9 月にはそ 

の研究成果「 SEA 報告 : その時が来た」 37) を 公 

表している・ この調査研究の 結果， SEA 測定 

は議員，市民，投資家や 債権 者及び管理者によ 

って利用されていること ， また SEA の測定・ 

報告技法は，政府実体による 広範な実験の 奨励 

を 可能にするほど ，十分に開発されていること 

が明らかとなった・ そこで， GASB は， SEA 

の指標を選択し SEA 情報を収集しかつこ 

の情報を内外に 報告するための 実験を奨励する 

決議を採択するとともに ， SEA 報告に関する 

概念報告書の 作成を決定したのであ る． 

その後， GASB は， SEA 報告に関する 予備 

調査文書 3J0) (1992 年 12 月 ) や 同公開草案， 9) 

(1993 年 9 月 ) を公表し またこれらに 対する 

公聴会を開催して ，一般的な合意の 形成にっと 

め，本年 4 月に CS 第 2 号を公表したのであ る   

そこでは， GPEFR の目的をさらに 展開し 

SEA 報告の構成要素及び SEA   情報の特徴等を 

明らかにしている・ GPEFR の目的は，上述の 

ごとく，情報利用者のニーズを 充足するために ， 

業績評価に役立つ 情報を提供することであ る． 

しかし従来の 伝統 自 りな財務諸表によっては ， 

提供されたサービスの 経済性，効率性及び 有効 

性の評価に役立つ 十分な情報を 提供することは 

困難であ る・すなわち ，政府実体の 業績を評価 

するには，資源の 取得と利用だけでなく ，提供 

されたサービスのアウトプット・アウトカム ， 

及び資源の利用とアウトプット・アウトカム と 

の 関係についての 情報が不可欠であ る． したが 

って， SEA 報告は， インプット， アウトプッ 

ト及びアウトカムに 関する財務的・ 非財務的測 

定並びに努力と 成果を関係づける 測定に焦点を 
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図 3  業績指標・尺度と 組織・目標レベルとの 関係 
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合わせることにより ，政府の業績をより 完全に 時実体の業績に 関してより完全な 情報を提供す 

評価するための 追加的情報を 提供ずることを 目 るために， SEA 報告の構成要素として ， SEA 

的とするものであ る   測定の三つの 類型，すなわち ， 1. サービスの 

ところで， D.J.Duquette と A.M.Stowe に 提供努力の測定 ( インプット キは標 ), 2. サ一 

よ れば， 政府レベルの 業績測定は． 目的及び ビス成果の測定 ( アウトプット・アウトカム 指 

ターゲットの 達成度を検討評価しかつ 表 /J< する 標 ) 及び 3. 努力と成果を 関係づける測定 ( 効 

ために， 業績の指標と 尺度を使用ずるプロセス 率 性及びコスト 一アウトカム 指標 ) 並びに (4) 

であ り， これには六つの 段階が存在してい 説明情報を確認しその 内容を明らかにして ぃ 

る 40 ，．すなわち ， (1) プロバラムまたは 報 笛 るのであ る 41)   

実体の使命， 目標， 目白 9 及びターゲットを 確認 1 . 努力の測定 努力はサービス 提供のため 

すること， (2) 業績指標と業績尺度を 目標レベ に 費消された財務・ 井 財務資源の総額であ るが， 

ルと 組み 哉レ ベルで確認すること ( 図 3 参照 ), この測定には ，財務・非財務資源とその 他の測 

(3) 選択された業績指標と 業績尺度を用いて 使 定 ( 例えば， -- 般人口，サービス 人口，道路 マ 

ム， 目標， 目的及びターゲットの 達成度を測定 ィ ル数などの サ一 
コロ @ ビスに対する 潜在的需要を ;,; 

すること， (4) 傾向分析や差異分析等の 分析 技 す 他の測定 ) とを 上ヒ敬 する比率も含まれる・ 財 

法 を用いて結果を 分析すること ， (5) 傾向を確 務 情報は，支出・ 費用 ( 例えば，給料・ 年金， 

， @@ 山 万 ひ し類似のプロバラム 等とそれら ，を 比較し 原材料・消耗品， 契約サービス ， 設備など， 

か つ 結果の原因を 明らかにすること ，及び (6) サービス提供のためのコスト ) の財務的な測定 

図表やグラフ 等を用いて業績測定の 結果を報 i,; であ り，例えば，教育サービスの 場合には， 教 

することであ る   育 のための支出総額及び 学生一人当たりの 教育 

このような業績測定報十片プロセスのうち ， 支出額として 報告される． これに対して 非財務 

CS 第 2 号では， 第三段階の使命等の 達成度の ，情報には職員数とその 他 ( サービス提供のため 

測定に焦点を 合わせ， SEA 報告の構成要素に に 利用された資本資産の 総数，例えば ，車の台 

ついて詳述している． すなわち， こ ・こでは， 政 数 ，道路のマイル 数，公園のエーカー 数など ) 
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を 含む． 特に職員は重要な 資源であ るから， 

サービスの提供にあ たって使用した 常勤職員数 

やその職務時間数を 測定する指標は ，使用した 

資源の適切な 尺度であ る． これらの測定は ， イ 

ンプットされた 資源から賃金，年金及び 生活費 

0 差異を排除する 効果を有し期間上 ヒ 較や他の 

組織との比較を 容易にするものであ る．例えば， 

教員総数，又は 学生一人当たりの 教員数がその 

例であ る． 

2. 成果の測定 これは，利用された 資源に 

よって何が提供され ，何が達成されたかを 報告 

するものであ る． これには二つのタイプ ，すな 

わち， アウトプットの 測定とアウトカムの 測定 

があ る．前者は，提供したサービスの 数量， 例 

えば，進級または 卒業した学生の 数の測定と一 

定の質的要件を 充足して提供されたサービスの 

数量の測定，例えば ，事前に決定された 最低限 

の達成基準を 充足して進級又は 卒業した学生の 

上ヒ率を含むものであ る・ これに対して ，後者は， 

サービスの提供によって 発生する成果又は 結果 

を測定するものであ り，例えば， リーディンバ 

において一定の 技能水準を達成している 学生の 

上ヒ 率の測定があ げられる． アウトカムの 測定は， 

過年度の結果，実体が 設定したターゲット ， 目 

標や日的，一般に 認められた基準・ 標準，他の 

部局などとの 上 ヒ較 として提示されるときに ，特 

に有用であ る．例えば， あ る学校区では ，少な 

くとも学生の 70% がリーディンバにおいて 一定 

の技能水準の 達成を目的としているとき ， あ る 

いは 州 全体の学生の 65% が一定の技能水準を 達 

成しているときに ，学生の 75% がそれを達成し 

ている場合がその 例であ る． 

なお， アウトカムの 測定においては ，時には， 

受益者， 州 ，地域社会などに 及ぼすサービスの 

第二次的な影響が 確認され，報告される・ この 

測定には，例えば ，退学する学生の 割合が減少 

した結果，失業率が 減るといった ，サービス提 

供の結果として 発生する重要な 間接的な結果を 

含んでいる・ しかし この測定は，第二次 自 りな 

結果とサービスとの 間に明確な相関関係を 確定 

できないこと ， また外部的な 要因がその結果に 

影響を及ぼすために ， しばしば確認することが 

困難であ り， また提供している 実際のサービス 

に関係づけることも 困難であ る， 

3. 努力と成果を 関係づける測定 これには 

効率性とコスト 一アウトカムの 測定という二つ 

のタイプがあ る．前者は，サービスの 提供努力 

をアウトプットに 関係づける測定，つまり ， ア 

ウトプット 1 単位あ たりの利用資源または コス 

トの 測定であ る． これは，一定レベルでの 資源 

利用によるアウトプットの 生産情報を提供する 

ものであ るから，過年度の 結果，内部的に 設定 

した目標や目的などと 上ヒ校 することにより ， 当 

該 実体の相対的な 効率性を明らかにすることが 

可能となる．例えば ，学生一人あ たりのコスト ， 

進級又は卒業した 学生一人あ たりのコストがこ 

の例であ る． これに対して ，後者は，サービス 

の提供努力をアウトカム 又はその結果に 関係 付 

ける測定であ る． これは，例えば ， リーディン 

グにおいて一定の 技能水準を達成した 学生一人 

あ たりのコストのように ，マネジメント ，議員， 

市民などが提供されたサービス 価値を評価しう 

る よ う に，コストと 結果を関係付けるものであ 

る 

4. 説明情報 これには，利用者が SEA 測 

定を理解し，実体の 業績を評価しかっ 業績に影 

響を及ぼす諸要因の 意義を評価するのに 役立っ ， 

数量情報と叙述情報の 両者が含まれる． 数量的 

な説明情報には ，環境や人口の 特性といった 実 

体の統制外の 要因 ( 例えば，貧困レベルにあ る 

家庭の学生数 ) と職員構成のパターンのような 

実体の統制可能な 要因 ( 例えば，教員と 生徒と 

の上 ヒ率 ) の二つのタイプがあ る． また叙述的な 

説明情報は， どのレベルの 業績が報告されてい 

るか，説明要因が 業績に与えると 予想される影 

響， 及び報告業績を 変更するために 採用された 

行動について 説明するものであ る． この情報は ， 

他の管轄区域との 比較または同一区域内の 類似 

の構成単位間での 比較が報告されるときに ，特 

に有意義なものとなる． 
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さて， CS 第 2 号では， 以上のような SEA 

情報が具備すべき 特性として， 目的適合性， 理 

解 a Ⅰ龍佳， 上ヒ較 可能性，適時性，首尾一貫性 及 

び信頼性の六つに 言及したのち ，会計責任の 評 

価及び意思決定に 際して SEA 情報を利用する 

場合に， この情報がもつ 次のような限界を 認識 

すべきであ るとする 肋 ．すなわち， 

(1) 一般的に一 つ だけの合成尺度ではサービ 

ス提供の結果を 適切に伝達し 得ないこと・ 

に ) SEA 情報そのものは ， 業績がなぜその 

レベルで報告されているのか ，業績をどのよう 

にして改善するか ，あ るサービスまたは 説明度 

囚 がどの程度報告されるアウトカムに 貢献した 

かを説明しないこと． 

(3) SEA 測定の類型には ， サ -- ビスを提供 

するために採用されているプロセスまたは 戦略 

の測定を含まないこと ， また SEA 測定はプロ 

セスまたは戦略と 結果との関係を 決定するのに 

必要なすべての 情報を捉供しないこと ， 

(4) 報告された SRA 測定が目標または 目的 

の達成度を計るのに 最適な尺度であ るか否かを 

決定することは 困難であ ること・ 

(5) いくつかのサービスに 関しては，最も 屯 

要 なアウトカムを 測定することが - できないため 

に，報告される SEA 測定は代用尺度になるこ 

と 

(6) SEA 情報は目標や 目的の達成に 関する 

データを提供するが ，当該目標や 日的が最適な 

ものであ るか否か， また地域社会の 価値観を最 

も明確に反映しているか 否かを評価するのに 必 

要な情報を提供しないこと・ 

(7) SEA, 情報は政策会計責任を 評価する際 

に必要となるすべてのデータを 提供しないこと 

であ る． 

ところで，オレゴン 州・ポートランド 市では， 

SEA の測定と報告に 関して， 既 @.; 3 年間の実 

践 経験を有している・ 同市の監査局は ， 1991 年 

に SEA 報告に関する 実行可能性のテストを 実 

施したのち，二つの 主要な目標の 達成，すなわ 

ち，住民に対する 市の会計責任を 改善しかつ 

市の プロバラム業務をょン   ) 適切に遂行するため 

に， 1992 年以降，同市の 警察，消防，公園・ 娯 

楽，上下水道及び 輸送サービスにれらのサー 

ビスは同市の 職員数及び支出額の 約 75% を・㌧め 

る ) の業績に関して ，財務報告 苦 とは別個に， 

SEA の年次報告書 ( 業績指標及び 市民の満足 

度に関する調査結果を 含む ) を作成・公表して 

きたのであ る， H, 

同報告書は 4 部から構成されており ，径行政 

サービスに関して 次のような情報を 開 >J< してい 

る．すなわち ， ( Ⅱサービスの 使命， 目標， 目 

的及び主要な 活動の説明， (2) サービス領域の 

支出額と職員配置のレベルに 関する情報， (3) 
サービスの標準仕事量 と 需要データ，及び (4) 

サービスの結果，アウトカム 並びに効率性に 関 

する業績データであ る・ここでは ，これらの情 

報の解釈と評価を 容易にするために ，例えば， 

他の都市との 比較 ( 図 4 参照 ), 各業績指標の 

時系列上 ヒ較 ( 図 5 参照Ⅰ，業績目標または 標準 

と実績との比較など ，数種の上 ヒ較 技法が採用さ 

れている． また同市のデータが 他 都市と比較し 

て異常な傾向，業績不良，異常な 支出額を示す 

場合には，これに 関する説明情報が 添付されて 

いる   

図 4  居住者 m の月額水道料金の 上ヒ 較 

Denve 「                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           
  
Effec 億 ve  : 3/90 

C  ha 「 lotte                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           7/91 

Sacramento                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

  
7/91 

Seattle(wlnte 「 )                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   3/9 「 

Cincinnati                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                               1/91 

Portl   nd 7/91 
Seattle(summer)                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

3/91   
Kansas@City                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           5/91 

80  85  810  815 

Month@@   water@5ll   

げ主 ) 月間水道使用量 (@,0 ㏄立方フィート ) にサービス料金を 加算   

，資料，出所 : R. C.Tracy  and  E. P. Jean, oc>. パ t.,p. 122   
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図 5  ポートランド 市 消防局の業績指標 

LlVeSloSt@  TOtal 色 reloSS  StrUCtUral loSSaS 

1.000 「 es 列立 世 ミ 100,000 per…apita %@of@vaue@of@ of@   o,         

Structur@@   Tot@@   resi   ents@ (@@   conststant@ property@exposed ト叶 e M ㏄卜引 
dollars) 

Ⅰ Y1988 せ 9 3.3 Ⅰ． 8   $34.81 ， 48% 75% 8l% 

FY1989-90 3.O 7.0 Ⅰ． 9 $40.26   7l% 75% 78% 
FY1990-91 2.9 6,4 3.2 $35.26   3 ㏄ ぬ 72% 75% 

FY1991-92 2.5 6.9 2.O $49.74   47% 72% 74% 

Goal(91-92)     く 1.9" く鍵 5.67. く ． 51%" 70% 75% 

Average@annu3   
%change 一 9% 一 4% 。 +67 Ⅵ。 +15% +8% 一 ]% 一 3% 

* 過年度平均値 97% 以下 

，茸ミ木 +; 村戸叶 : R. C.T,acy  and  E. P. Jean, 0p. 。 ， f.,p. 13   

同市における SEA 報告のサイクルには ， (4) SEA の最終報告書は ，市議会，管理者， 

(1) 業績指標の展開と 精微 化 ， (2) SEA デ一 市民バループ ，マスコミ，企業，その 他の利害 

タ 0 収集と監査， (3) 傾向の分析と 再検討， 関係者に公表されている   

(4) 結果の提示と 報告，及び (5) 評価が含ま (5) SEA 報 青書の公表後，監査サービス 部 

れている． このサイクルの 各局面の概要を 示せ 門の職員は，報告書に 関するフィードバック 情 

ば， 次のようになる   報を収集し また次年度の 報告書の修正・ 改善 

(1) サービス部門の 管理者と職員は 協力して ほ ついて同意を 得るために，各部門の 代表者と 

SEA 指標の作成とその 精微化に努めてきた   意見交換を行っている   

また監査人は ，サービス目的の 明確化，業績 指 監査サービス 部門では， これまでの経験から ， 

標 の精微 化 ， そして可能な 場合には，業績報告 ポートランド 市の SEA 報告の過程がプロバラ 

の 改善を支援するとともに ，市民の満足度に 関 ふめ 管理，予算過程，市民に 対する会計責任 及 

する調査の質問事項を 作成するために ，各部門 び 監査の有効性に 対して，以下のような 効果・ 

0 管理者と緊密な 連携をとっているのであ る   便益を与えていることを 確認、 している   

(2) SEA 報告に必要なデータは ，サービス (1) より適切なプロバラムの 管理 サービス 

部門別にり Z 集 され，監査部門に 提供される・ 監 の 使命や目標を 明確 ィヒし 業績指標を確認する 

茶人は， SEA データの正確性と 信頼性をテス 過程は，プロバラムの 目的に焦点を 合わせる よ 

ト するとともに ， 上ヒ較 対象となる他の 都市及び ぅ 管理者を奨励 し 各部門の業績測定に 関する 

市民サーベイの 管理者からも 情報を収集して ぃ 理解を高めるのに 貢献してきた． 管理者がプロ 

るのであ る   グラムの計画された 結果やアウトカムに 明確に 

(3) 監査人は， SEA データを監査したのち ， 焦点を合わせている 場合には，その 意思決定は ， 

その傾向及び 変動状況を分析・ 検討する．     使命や目白りの 明確さと適切な 関係を持っために ， て 報告書草案を 各サービス部門に 配布しこれ 結果として 2 0 整合的・合理的な 管理を も た ら 

ほ ついての論評や 所見を受け取るのであ る．各 すことになるのであ る・ 

部 「日は，通常， プロバラムのアウトカムを 明確 (2) 公会計責任の 改善 SEA 報告が公会計 

にするために ，説明， 清 報を準備している． なお， 責任に及ぼす 最終的な影響を 評価するには ， 時 

SEA データの表示にはバラフや 図表も使用さ 期尚早の よう であ るが，利害関係者集団は ， 市 

れている ( 図 6 参 月色 )   政府の業績を 見極めか つ 評価するために ， 
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ポーランド市の 監査局白 992 年度の市民調査より 抜粋   

資料出所 :R.C.T,acy  and  E.P.Jean, ゆ ・ 田 rp. 13   

SEA 報告を種々の 機会に利用しで かる ・ 例え 以上明らかなごとく ， ポートランド 市の 

ば ，新市長は計画の 立案や行政の 改善 勧 " な 行 SEA 報告のための 努力は，政府並びに 情報 利 
うため，地方のマスコミや 住民は，新聞の 論 a%  用 者に多くの便益を も た ら してきた・しかし 
の 執筆や年次予算の 論評を行 う 際に，そして 政 SEA 報告に関する 基本的な考え 方はいまだ 実 
府の業績について 学習するために ， SEA 報告 験 段階にとどまっており ，どうすれば 最も適切 

を 利用しているのであ る・ にそれを実施できるかについて ，さらに多くの 
(3) 予算決定に必要な 情報の改善 SEA 辛皮 ことが学習されねばならない・ここでは ，住民， 

告は ，予算要求の 年次査定の際に ，議会，予算 行政管理者及び 議員のための 会計責任のツール 

分析家及び住民を 支援するために ， さまざまな として， SEA 報告がその有効，性を 高めるため 

方法で利用されている・ 例えば，市議会は 予算 には， (1) より多くの市民に 結果を伝達するた 
のワークショップの 資料として，予算分析 家 は めの適切な方法を 開発すること ， (2) 読み 易，く 

各部門の予算要求の 分析や予算分析書の 作成の かつ人を引きつける 方法で，大量のデータを 提 

際に SEA 報告を利用しているのであ る   示するための 創造的な技術を 発明すること ， 

(4) より効果的な 監査 SEA 報告を毎年 作 (3) 重複 ゃ 矛盾を減らすために ，連邦，州及び 

成することは ，監査サービス 部門にも間接的な 地方の業績測定の 努力の調整を 改善すること ， 

便益を与えている・すなわち ，監査部門の 職員 及び (4) データを利用するためのより 多くの 
と 主要な部門との 緊密な接触を 保持し重要な 誘因を創造することが 不可欠であ ると主張して 

問題領域に引き 続き焦点を合わせることが 可能 いる   

となる． また監査職員がサービス 部門の知識を 
V 結 び 

蓄積することにより ，将来， より詳細な監査 業 

務の適切な遂行と 時間の節減が 可能となるので 地方自治の主要な 目的は，主権 者であ る住民 

あ る． の 福祉を維持・ 増進することにあ る，この目的 
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を 有効に達成するために ，地方自治体は ，住民 

の選択と責任に 基づいた民主回りな 行政運営を確 

保するとともに ，行政運営を 能率的に遂行する 

ことが要請されているのであ る． わが国の地方 

自治法では，民主的な 行政運営を確保するため 

に ，議会制間接民主主義とともに 直接民主主義 

も制度として 保障している・ しかし住民自治 

を充実・活性化し 住民の自治意識をより 高揚 

するには，住民の 政治行政過程への 積極的な 参 

加を促進しかっ 政治行政に対する 住民の監視 

機能を充実・ 強化しなければならない． もとよ 

りこうした住民の 参加の促進と 監視機能の充 

実・強化は，地域 行 財政に関する 合理的な情報 

公表義務制度の 確立とそめ適切な 運用を不可欠 

な 前提とするものであ る． 

ところが，財政状況の 公表に関する 現行法の 

規定は極めて 不備・不完全であ り， また開示情 

報は， 目的適合性，適時性，理解可能性など ， 

本来情報が具備すべき 重要な条件を 欠如するも 

のであ る・ しかも，情報開示に 対する自治体の 

姿勢は ， 法が義務制度として 強制しているため 

に，止むなく 情報を公表するというものであ @g   

そこでは， 自ら進んで行財政の 実態を開示し 

住民の行政参加や 行政監視を促進し 開かれた 

行政を実現しょうとする 姿勢は全く見られない 

のであ る・ これらはまさに「依らしむべし 知 

らしむべからず」という 住民統治の思想の 名残 

をとどめるものであ り，明らかに 住民自治の考 

え方に逆行するものと い え よう ． この ょう に情 

報公表義務制度が 住民の「知る 権 利」を保障す 

る制度として 有効に機能しえない 状況のもとで 

は，住民は当該自治体の 現状と諸問題を 理解し 

その政策決定や 執行過程に直接参加することは ， 

到底不可能であ ろう． 

民主的な行政運営を 確保するにはかかる 現状 

を早急に改善しなければならない． そのために 

は ，地方自治体の 会計責任の範囲を 拡充すると 

ともに，情報開示に 関する法定事項を 整備・充 

実する必要があ る， わが国では，地方自治体の 

会計責任 二 予算責任二行政責任，すなわち ， 単 

に 会規 性 会計責任として 捉えられているために ， 

予算や財政関連諸法規等の 行為準則に準拠して 

業務が適切に 遂行されているか 否か， また決算 

が予算の執行状況を 正確に表示しているか 否か 

を開示することによって ，行政の住民に 対する 

責任は果たされるものと 考えられている．換言 

すれば，地方自治体の 会計責任概俳には ，財務 

資源， プロセス・効率性及びプロバラム・ 有効 

性に関する会計責任は 含まれていないというこ 

とであ る・ これは，現行法が 地方公会計制度を 

内部管理のための 事務組織として 規定し住民 

等に対する外部財務報告を 極めて軽視している 

ことに起因するものであ る 44), 特に会計決算 

制度の連人とそれに 基づく決算報告書の 公表が 

未 だに制度化されていないのは ，かかる事情に 

よるものと思われる． したがって， こうした現 

状を改善して ，財政情報の 公表義務制度が 真に 

住民の参加を 促進し，監視機能を 充実するには ， 

会計責任の範囲を 拡大すること ，すなわち，上 

述の合 規性 に加えて，財務，効率性及び 有効性 

という会計責任概俳を 承認しかかる 会計責任 

の評価を可能ならしめる 情報を，住民に 提供し 

得る制度を確立しなければならない． 

また，行政運営の 能率的な遂行に 関しては， 

地方自治法において 最少の経費で 最大の効果を 

あ げる よう 義務づけ，常にその 組織及び運営の 

合理化に努めることを 要求している． ただ行政 

活動の場合，その 目標が質的・ 非貨幣的であ り， 

その業績を純利益等の 単一の包括的な 貨幣的尺 

度で測定し得ないこと ，成果の測定技法が 未開 

発であ ること等の理由から ，先進的な諸覚国に 

おいても，行政活動の 効率性や有効性を 測定し 

これを住民に 報告する実務は ， 未だ制度として 

確立されるまでには 至っていないのであ る． し 

かし行政活動における 非能率は，増税や 料金 

値上げ等を通じて ，最終的には 住民の財政負担 

の 増加をもたらすために ，住民は能率的な 行政 

運営の確保に 重大な関心を 持っものであ る． ま 

た，政府レベルでも ，近年，希少資源の 有効な 

活用や資源の 効率的・効果的な 利用に関する 会 
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計 責任の改善等の 見地から，業績測定報告の 重 

要性の認識が 高まっている． こうした状況のも 

とで，本年 4 月 GASB は CS 第 2 号を公表し 

その中で SEA 報告の実施を 提唱したのであ る   

インプット ， アウトプット 及びアウトカムの 財 

務的 ・非財務的測定並びに 努力と成果を 関係づ 

ける測定に焦点を 合わせ，政府の 業績を ょ比 ) 完 

全に評価するための 情報提供を目的とする 

SEA 報告は， わが国の行政運営における 能率 

の 改善を考える 際に ， 一つの重要な 方向を示唆 

するものであ ると い え よう ． もとより SEA 報 

告はいまだ実験段階にあ り，今後解決すべき か 

くっ かの問題点を 残しているが ，一部の都市で 

はすでに SEA 報告の実行可能性とその 便益・ 

効果が確認されているのであ る． こうした 

SEA 報告をさらに 具体的に検討し． わが国の 

国情に即した 方法で， これを地方自治体に 導入 

することは，情報提供の 拡充や公会計責任の 改 

善 をもたらし民主的にして 能率的な行政運営 

の確保に貢献するものであ り， ひいては行財政 

改革の推進にも 役立っものであ ると思われる． 
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